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公布された規則のあらまし

◇鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県介護保険施設に関する条例の一部が改正され、介護医療院の従業者、設備及び運営に関する基準を規

則で定めることとされたこと等に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 身体的拘束等の適正化を図るための措置を講ずること、定員を超えて入所させないこと、入所者の使用

する設備について衛生的な管理に努めること等の介護医療院の従業者、設備及び運営に関する基準を定め

る。

(２) 介護老人福祉施設及び介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図るための措置を講ずることとす

る。

(３) 介護老人福祉施設及び介護老人保健施設に関する経過措置を平成36年３月31日（現行 平成30年３月31

日）まで延長する。

(４) その他所要の規定の整備を行う。

(５) 施行期日は、公布日とする(３)に関する事項を除き、平成30年４月１日とする。

◇鳥取県指定介護療養型医療施設に関する条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県指定介護療養型医療施設に関する条例の一部が改正され、条例の失効期日が延長されたこと等に伴

い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 規則の失効期日は、平成36年３月31日（現行 平成30年３月31日）とする。

(２) 指定介護療養型医療施設は、身体的拘束等の適正化を図るための措置を講ずることとする。

(３) 施行期日は、平成30年４月１日とする(２)に関する事項を除き、鳥取県介護保険施設等の一部を改正す

る条例第３条の規定の施行日とする。

◇鳥取県青少年健全育成条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県青少年健全育成条例の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 携帯電話インターネット接続役務に係る契約の締結等に当たって説明すべき事項に、青少年有害情報

フィルタリング有効化措置を講ずることを希望しない旨の申出をするときは、所定の書面又は電磁的記録を

提出する必要があることを加える。

(２) 鳥取県青少年健全育成条例において携帯電話インターネット接続役務に係る契約の締結等に当たって説

明すべき事項を定めたことに伴い、当該規定と重複する規定を削る。

(３) 青少年有害情報フィルタリング有効化措置を講ずることを希望しない正当な理由を定める。

(４) その他所要の規定の整備を行う。

(５) 施行期日は、鳥取県青少年健全育成条例の一部を改正する条例の施行日とする。
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規 則
鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成30年３月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第６号

鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、鳥取県介護保険施設に関する条 第１条 この規則は、鳥取県介護保険施設に関する条

例（平成24年鳥取県条例第77号。以下「条例」とい 例（平成24年鳥取県条例第77号。以下「条例」とい

う。）第４条第２項、第６条第２項、第８条第２ う。）第４条第２項、第６条第２項、別表第１及び

項、別表第１、別表第２及び別表第３並びに附則第 別表第２並びに附則第３条第２項の規定に基づき、

３条第２項から第４項まで及び附則第４条の規定に 介護保険施設の従業者、設備及び運営に関する基準

基づき、介護保険施設の従業者、設備及び運営に関 を定めるものとする。

する基準を定めるものとする。

（介護老人保健施設の基準） （介護老人保健施設の基準）

第４条 略 第４条 略

（介護医療院の基準）

第５条 条例に定めるもののほか、介護医療院の従業

者、設備及び運営に関する基準は、別表第３のとお

りとする。

附 則 附 則

第１条 略 第１条 略

（指定介護老人福祉施設に関する経過措置） （指定介護老人福祉施設に関する経過措置）

第２条 略 第２条 略

２・３ 略 ２・３ 略

４ 平成36年３月31日までに病院又は診療所の一般病 ４ 平成30年３月31日までの間に病院又は診療所の一

床、精神病床（鳥取県指定介護療養型医療施設に関 般病床、精神病床（鳥取県指定介護療養型医療施設

する条例（平成24年鳥取県条例第78号）附則第２項 に関する条例（平成24年鳥取県条例第78号）附則第

に規定する老人性認知症疾患療養病棟を構成する病 ２項に規定する老人性認知症疾患療養病棟を構成す

床に限る。）又は療養病床を減少して開設した指定 る病床に限る。）又は療養病床を減少して開設した

介護老人福祉施設に対する別表第１設備の項の規定 指定介護老人福祉施設に対する別表第１設備の項の

の適用については、同項第12号中「食堂及び機能訓 規定の適用については、同項第12号中「食堂及び機

練室の床面積の合計は、入所定員１人につき３平方 能訓練室の床面積の合計は、入所定員１人につき３

メートル以上とし、それぞれ必要な広さ」とあるの 平方メートル以上とし、それぞれ必要な広さ」とあ

は「食堂の床面積は、入所定員１人につき１平方メ るのは「食堂の床面積は、入所定員１人につき１平

ートル以上とし、機能訓練室の床面積は、40平方メ 方メートル以上とし、機能訓練室の床面積は、40平
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ートル以上」と、同項第14号本文中「1.8メートル 方メートル以上」と、同項第14号中「1.8メートル

以上（中廊下にあっては、2.7メートル以上）」と 以上（中廊下にあっては、2.7メートル以上）」と

あるのは「1.2メートル以上（中廊下にあっては、 あるのは「1.2メートル以上（中廊下にあっては、

1.6メートル以上）」とし、同号ただし書の規定 1.6メートル以上）」とする。

は、適用しない。

（介護老人保健施設に関する経過措置） （介護老人保健施設に関する経過措置）

第３条 略 第３条 略

２・３ 略 ２・３ 略

４ 条例附則第３条第２項から第４項までの規則で定 ４ 条例附則第３条第２項の規則で定める要件は、平

める要件は、平成36年3月31日までに病院又は診療 成30年3月31日までに病院又は診療所の病床を減少

所の病床を減少させるとともに、当該病院又は診療 させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護

所の施設を介護老人保健施設の用に供することとす 老人保健施設の用に供することとする。

る。

５ 略 ５ 略

（介護医療院に関する経過措置）

第４条 条例附則第４条第１項及び第２項の規則で定

める要件は、平成36年３月31日までに病院又は診療

所の病床を減少させるとともに、当該病院又は診療

所の施設を介護医療院の用に供することとする。

２ 前項に規定する要件を満たす介護医療院に対する

別表第３設備の項の規定の適用については、同項第

14号本文中「1.8メートル以上（中廊下にあって

は、2.7メートル以上）」とあるのは「1.2メートル

以上（中廊下にあっては1.6メートル以上）」と、

同項第17号中「直通階段及びエレベーターをそれぞ

れ１以上」とあるのは、「直通階段を２以上（エレ

ベーターが設置されているもの又は２階以上の各階

における療養室の床面積の合計がそれぞれ50平方メ

ートル（主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃

材料（建築基準法第２条第９号に規定する不燃材料

をいう。）で造られている建築物にあっては、100

平方メートル）以下のものについては、屋内の直通

階段を１以上）」とし、同項第14号ただし書の規定

は、適用しない。

３ 条例附則第４条第３項及び第４項の規則で定める

要件は、平成36年３月31日までに、当該介護老人保

健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介護医

療院を開設することとする。

４ 前項に規定する要件を満たす介護医療院（平成30

年３月31日までに病院又は診療所の病床を減少して

開設した介護老人保健施設の全部又は一部を廃止し

て開設するものに限る。次項において同じ。）の建

物（基本的な設備が完成しているものを含み、平成

30年４月１日以後に増築され、又は全面的に改築さ

れた部分を除く。）については、近隣の場所にある
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医療機関又は薬局との連携により入所者に対する介

護医療院サービスの提供に支障がない場合にあって

は、別表第３設備の項第４号(２)及び(３)並びに第

５号(２)の規定は、適用しない。

５ 第３項に規定する要件を満たす介護医療院に対す

る別表第３設備の項の規定の適用については、同項

第14号本文中「1.8メートル以上（中廊下にあって

は、2.7メートル以上）」とあるのは「1.2メートル

以上（中廊下にあっては1.6メートル以上）」と、

同項第17号中「直通階段及びエレベーターをそれぞ

れ１以上」とあるのは、「直通階段を２以上（エレ

ベーターが設置されているもの又は２階以上の各階

における療養室の床面積の合計がそれぞれ50平方メ

ートル（主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃

材料（建築基準法第２条第９号に規定する不燃材料

をいう。）で造られている建築物にあっては、100

平方メートル）以下のものについては、屋内の直通

階段を１以上）」とし、同項第14号ただし書の規定

は、適用しない。

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

区分 基準 区分 基準

従業者の １～６ 略 従業者の １～６ 略

配置 ７ 従業者（管理者、施設長及び介護 配置 ７ 従業者（管理者、施設長及び介護

職員を除く。）は、入所者の処遇に 職員を除く。）は、入所者の処遇に

支障がない場合は、他の施設の職務 支障がない場合は、他の施設の職務

に従事することができること。ま に従事することができること。ま

た、管理者及び施設長は、施設の管 た、管理者及び施設長は、施設の管

理上支障がない場合は、当該施設と 理上支障がない場合は、当該施設と

の密接な連携を確保しつつ、当該施 の密接な連携を確保しつつ、当該施

設とは別の場所で運営される指定地 設とは別の場所で運営される指定地

域密着型介護老人福祉施設（以下 域密着型介護老人福祉施設（以下こ

「サテライト型居住施設」とい の表において「サテライト型居住施

う。）又は同一敷地内にある他の事 設」という。）又は同一敷地内にあ

業所、施設等の職務に従事すること る他の事業所、施設等の職務に従事

ができること。 することができること。

８・９ 略 ８・９ 略

略 略

施設サー １・２ 略 施設サー １・２ 略

ビス計画 ３ 計画の作成後、計画の実施状況の ビス計画 ３ 計画の作成後、計画の実施状況の

把握（入所者についての継続的なア 把握（入所者についての継続的なア

セスメントを含む。以下「モニタリ セスメントを含む。以下この表にお

ング」という。）をし、必要に応じ いて「モニタリング」という。）を

て計画の変更を行うこと。また、モ し、必要に応じて計画の変更を行う

ニタリングに当たっては、入所者及 こと。また、モニタリングに当たっ
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びその家族並びに担当者との連絡を ては、入所者及びその家族並びに担

継続的に行うこととし、特段の事情 当者との連絡を継続的に行うことと

のない限り、次に定めるところによ し、特段の事情のない限り、次に定

り行うこと。 めるところにより行うこと。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

４・５ 略 ４・５ 略

サービス １～４ 略 サービス １～４ 略

の提供 ５ 身体的拘束等の適正化を図るた の提供

め、次に掲げる措置を講ずること。

(１) 身体的拘束等の適正化のため

の対策を検討する委員会を３月に

１回以上開催するとともに、その

結果について、介護職員その他の

従業者に周知徹底を図ること。

(２) 身体的拘束等の適正化のため

の指針を整備すること。

(３) 介護職員その他の従業者に対

し、身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。

６ 略 ５ 略

７ 略 ６ 略

８ 略 ７ 略

９ 略 ８ 略

10 略 ９ 略

11 略 10 略

12 略 11 略

13 略 12 略

14 略 13 略

15 略 14 略

16 略 15 略

17 略 16 略

18 略 17 略

19 略 18 略

20 サービスの提供を行っているとき

に入所者の病状の急変が生じた場合

その他必要な場合に備え、医師との

連携方法その他の緊急時等における

対応方法をあらかじめ定めておくこ

と。

21 略 19 略

22 略 20 略

23 略 21 略

24 略 22 略

25 略 23 略

26 略 24 略
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27 略 25 略

28 略 26 略

29 略 27 略

30 略 28 略

31 略 29 略

32 略 30 略

33 略 31 略

34 略 32 略

35 略 33 略

36 略 34 略

37 略 35 略

38 略 36 略

39 略 37 略

記録の作 １ サービスの提供の項第19号の規定 記録の作 １ サービスの提供の項第18号の規定

成及び保 による市町村への通知に係る記録を 成及び保 による市町村への通知に係る記録を

存 整備すること。 存 整備すること。

２ 略 ２ 略

略 略

備考 略 備考 略

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

区分 基準 区分 基準

従業者の １～３ 略 従業者の １～３ 略

配置 ４ 第１号(１)及び(４)から(７)まで 配置 ４ 第１号(１)及び(４)から(７)まで

の規定にかかわらず、サテライト型 の規定にかかわらず、サテライト型

小規模介護老人保健施設（当該施設 小規模介護老人保健施設（当該施設

を設置しようとする者により設置さ を設置しようとする者により設置さ

れる当該施設以外の介護老人保健施 れる当該施設以外の介護老人保健施

設若しくは介護医療院又は病院若し 設又は病院若しくは診療所（以下

くは診療所（以下「本体施設」とい 「本体施設」という。）との密接な

う。）との密接な連携を確保しつ 連携を確保しつつ、本体施設とは別

つ、本体施設とは別の場所で運営さ の場所で運営され、入所者の在宅へ

れ、入所者の在宅への復帰の支援を の復帰の支援を目的とする入所定員

目的とする入所定員29人以下の介護 29人以下の介護老人保健施設をい

老人保健施設をいう。）にあって う。）にあっては、次の表の左欄に

は、次の表の左欄に掲げる本体施設 掲げる本体施設の区分に応じ、同表

の区分に応じ、同表の中欄に掲げる の中欄に掲げる本体施設の従業者に

本体施設の従業者により入所者の処 より入所者の処遇が適切に行われて

遇が適切に行われていると認められ いると認められるときは、それぞれ

るときは、それぞれ同表の右欄に定 同表の右欄に定める従業者を置かな

める従業者を置かないことができる いことができること。

こと。

介護老人保 略 介護老人保 略

健施設 介護支援専 介護支援専 健施設 介護支援専 介護支援専

門員 門員 門員 門員
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介護医療院 医師 医師

栄養士 栄養士

介護支援専 介護支援専

門員 門員

略 略

５ 第１号(１)、(５)及び(６)の規定 ５ 第１号(１)及び(５)から(７)まで

にかかわらず、医療機関併設型小規 の規定にかかわらず、医療機関併設

模介護老人保健施設（介護医療院又 型小規模介護老人保健施設（病院又

は病院若しくは診療所に併設され、 は診療所に併設され、入所者の在宅

入所者の在宅への復帰の支援を目的 への復帰の支援を目的とする入所定

とする入所定員29人以下の介護老人 員29人以下の介護老人保健施設をい

保健施設をいう。以下同じ。）に う。以下同じ。）にあっては、併設

あっては、併設される介護医療院又 される病院又は診療所の医師、理学

は病院若しくは診療所の医師、理学 療法士、作業療法士若しくは言語聴

療法士、作業療法士若しくは言語聴 覚士又は栄養士により当該医療機関

覚士又は栄養士により当該医療機関 併設型小規模介護老人保健施設の入

併設型小規模介護老人保健施設の入 所者の処遇が適切に行われると認め

所者の処遇が適切に行われると認め られるときは、これらの従業者を置

られるときは、これらの従業者を置 かないことができること。

かないことができること。

設備 １・２ 略 設備 １・２ 略

３ サテライト型小規模介護老人保健 ３ サテライト型小規模介護老人保健

施設にあっては本体施設の施設を利 施設にあっては本体施設の施設を利

用することにより入所者の処遇が適 用することにより入所者の処遇が適

切に行われると認められるときは調 切に行われると認められるときは調

理室、洗濯室又は洗濯場及び汚物処 理室、洗濯室又は洗濯場及び汚物処

理室を、医療機関併設型小規模介護 理室を、医療機関併設型小規模介護

老人保健施設にあっては併設される 老人保健施設にあっては併設される

介護医療院又は病院若しくは診療所 病院又は診療所の施設を利用するこ

の施設を利用することにより入所者 とにより入所者の処遇が適切に行わ

の処遇が適切に行われると認められ れると認められるときは条例別表第

るときは条例別表第２設備の項第２ ２設備の項第２号（療養室及び診察

号（療養室及び診察室を除く。）及 室を除く。）及び前号に掲げる設備

び前号に掲げる設備を設けないこと を設けないことができること。

ができること。

４ 療養室は、条例別表第２設備の項 ４ 療養室は、条例別表第２設備の項

第３号及び第４号に定めるもののほ 第３号に定めるもののほか、次のと

か、次のとおりとすること。 おりとすること。

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

５～18 略 ５～18 略

略 略

施設サー １・２ 略 施設サー １・２ 略

ビス計画 ３ 計画の作成後、モニタリングを ビス計画 ３ 計画の作成後、計画の実施状況の

し、必要に応じて計画の変更を行う 把握（入所者についての継続的なア

こと。また、モニタリングに当たっ セスメントを含む。以下この表にお
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ては、入所者及びその家族並びに担 いて「モニタリング」という。）を

当者との連絡を継続的に行うことと し、必要に応じて計画の変更を行う

し、特段の事情のない限り、次に定 こと。また、モニタリングに当たっ

めるところにより行うこと。 ては、入所者及びその家族並びに担

当者との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に定

めるところにより行うこと。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

４・５ 略 ４・５ 略

サービス １～４ 略 サービス １～４ 略

の提供 ５ 身体的拘束等の適正化を図るた の提供

め、次に掲げる措置を講ずること。

(１) 身体的拘束等の適正化のため

の対策を検討する委員会を３月に

１回以上開催するとともに、その

結果について、介護職員その他の

従業者に周知徹底を図ること。

(２) 身体的拘束等の適正化のため

の指針を整備すること。

(３) 介護職員その他の従業者に対

し、身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。

６ 略 ５ 略

７ 略 ６ 略

８ 略 ７ 略

９ 略 ８ 略

９ 入所者の心身の諸機能の維持回復

を図り、日常生活の自立を助けるた

め、理学療法、作業療法その他必要

なリハビリテーションを計画的に行

うこと。

10～36 略 10～36 略

略 略

備考 略 備考 略

別表第３（第５条関係）

区分 基準

従業者の １ 従業者の人数は、次に掲げる従業

配置 者ごとにそれぞれに定める人数とす

ること。

(１) 医師 常勤換算をして施設の

入所者のうちⅠ型療養床（療養床

（入所者１人当たりの寝台又はこ

れに代わる設備の部分をいう。以

下同じ。）のうち、主として長期
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にわたり療養が必要である者で

あって、重篤な身体疾患を有する

者、身体合併症を有する認知症高

齢者等を入所させるためのものを

いう。以下同じ。）の利用者（以

下「Ⅰ型入所者」という。）の数

を48で除した数に、施設の入所者

のうちⅡ型療養床（療養床のう

ち、Ⅰ型療養床以外のものをい

う。）の利用者（以下「Ⅱ型入所

者」という。）の数を100で除した

数を加えて得た人数（３に満たな

いときは３とする。）以上（条例

別表第３従業者の配置の項第４号

ただし書の規定により宿直する医

師を置かない場合にあっては、入

所者の数を100で除した数以上）

(２) 薬剤師 常勤換算をしてⅠ型

入所者の数を150で除した数に、Ⅱ

型入所者の数を300で除した数を加

えて得た人数以上

(３) 看護職員 常勤換算をして施

設の入所者の数を６で除した人数

以上

(４) 介護職員 常勤換算をしてⅠ

型入所者の数を５で除した数に、

Ⅱ型入所者の数を６で除した数を

加えて得た人数以上

(５) 理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士 施設の実情に応じた

適当数

(６) 栄養士 入所定員が100人以上

の施設にあっては、１人以上

(７) 介護支援専門員 １人以上

（入所者の数が100人を超える場合

にあっては、常勤換算をして入所

者の数を100で除した人数以上）

(８) 診療放射線技師、調理員、事

務員その他の従業者 施設の実情

に応じた適当数

２ 従業者（管理者及び介護職員を除

く。）は、入所者の処遇に支障がな

い場合は、他の施設の職務に従事す

ることができること。また、管理者

は、施設の管理上支障がない場合
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は、サテライト型特定施設（当該施

設との密接な連携を確保しつつ、当

該施設とは別の場所で運営される指

定地域密着型特定施設をいう。）若

しくはサテライト型居住施設又は同

一敷地内にある他の事業所若しくは

施設等の職務に従事することができ

ること。

３ 介護支援専門員は、医療機関併設

型介護医療院（病院又は診療所に併

設され、入所者の療養生活の支援を

目的とする介護医療院をいう。以下

同じ。）に従事する場合であって、

当該施設の入所者の処遇に支障がな

い場合には、当該施設に併設される

病院又は診療所の職務に従事するこ

とができること。

４ 第１号(１)の規定にかかわらず、

医療機関併設型介護医療院の医師の

人数は、常勤換算してⅠ型入所者の

数を48で除した数に、Ⅱ型入所者の

数を100で除した数を加えて得た人数

以上とすること。

５ 第１号(１)、(２)、(４)、(５)及

び(７)並びに前号の規定にかかわら

ず、併設型小規模介護医療院（医療

機関併設型介護医療院のうち、入所

定員が19人以下のものをいう。以下

同じ。）の従業者の人数は、次に掲

げる従業者ごとにそれぞれに定める

とおりとすること。

(１) 医師、薬剤師又は理学療法

士、作業療法士若しくは言語聴覚

士 併設される病院又は診療所の

医師、薬剤師又は理学療法士、作

業療法士若しくは言語聴覚士によ

り、施設の入所者の処遇が適切に

行われると認められるときは、置

かないことができる。

(２) 介護職員 常勤換算して施設

の入所者の数を６で除した数以上

(３) 介護支援専門員 施設の実情

に応じた適当数

設備 １ ２階建て又は平屋建てで次のいず

れかに該当する建物にあっては、準
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耐火建築物とすることができるこ

と。

(１) 療養室等を２階及び地階のい

ずれにも設けていないこと。

(２) 療養室等を２階又は地階に設

けている場合であって、次に掲げ

る要件の全てを満たすこと。

ア 当該施設の所在地を管轄する

消防署長と相談の上、条例別表

第３サービスの提供の項第８号

の計画に入所者の円滑かつ迅速

な避難を確保するために必要な

事項を定めること。

イ 条例別表第３サービスの提供

の項第８号の訓練を、同号の計

画に従い、昼間及び夜間におい

て行うこと。

ウ 火災時における避難、消火等

の協力を得ることができるよ

う、地域住民等との連携体制を

整備すること。

２ 条例別表第３設備の項第２号に定

めるもののほか、次に掲げる設備を

設けること。

(１) 談話室（ユニット型介護医療

院を除く。）

(２) レクリエーション・ルーム

（ユニット型介護医療院を除

く。）

３ 療養室は、条例別表第３設備の項

第３号及び第４号に定めるもののほ

か、次のとおりとすること。

(１) 地階に設けないこと。

(２) １以上の出入口を避難上有効

な空地、廊下又は広間に直接面し

て設けること。

(３) 入所者のプライバシーの確保

に配慮した療養床を備えること。

(４) 入所者の身の回り品を保管す

ることができる設備を備えるこ

と。

(５) ナース・コールを設けるこ

と。

(６) ユニット型介護医療院にあっ

ては、次のとおりとすること。
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ア 一のユニットの入所定員は、

おおむね10人以下とすること。

イ 定員を２名とする場合にあっ

ては、床面積は21.3平方メート

ル以上とすること。

ウ 既存の施設を改修したものに

ついては、入所者同士の視線が

遮断されている場合は、療養室

を隔てる壁について天井との間

に一定の隙間が生じていても差

し支えないこと。

４ 診察室は、次の施設を有するこ

と。

(１) 医師が診察を行う施設

(２) 喀痰、血液、尿、ふん便等に
かくたん

ついて通常行われる臨床検査を行

うことができる施設（人体から排

出され又は採取された検体の微生

物学的検査、血清学的検査、血液

学的検査、病理学的検査、寄生虫

学的検査及び生化学的検査の業務

を委託する場合を除く。）

(３) 調剤を行う施設

５ 処置室は、次の施設を有するこ

と。

(１) 入所者に対する処置が適切に

行われる広さを有する施設（前号

(１)に規定する施設と兼用する場

合を除く。）

(２) 診察の用に供するエックス線

装置（定格出力の管電圧（波高値

とする。）が10キロボルト以上で

あり、かつ、その有するエネルギ

ーが１メガ電子ボルト未満のもの

に限る。）

６ 共同生活室は、次のとおりとする

こと。

(１) いずれかのユニットに属する

ものとし、当該ユニットの入所者

が交流し、共同で日常生活を営む

ための場所としてふさわしい形状

を有すること。

(２) 床面積は、当該共同生活室の

属するユニットの入所定員１人に

つき２平方メートル以上を標準と
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すること。

(３) 必要な設備及び備品を備える

こと。

７ 機能訓練室は、内法による測定で

40平方メートル以上の面積とし、必

要な器械及び器具を備えること。た

だし、併設型小規模介護医療院又は

ユニット型併設型小規模介護医療院

（ユニット型医療機関併設型介護医

療院（ユニットごとに入所者の日常

生活が営まれ、これに対する支援が

行われる医療機関併設型介護医療院

をいう。）のうち、入所定員が19人

以下のものをいう。）にあっては、

機能訓練を行うために十分な広さと

し、必要な器械及び器具を備えるこ

と。

８ 談話室は、入所者同士や入所者と

その家族が談話を楽しめる広さとす

ること。

９ 食堂は、内法による測定で、入所

者１人当たり１平方メートル以上の

面積とすること。

10 浴室は、次のとおりとすること。

(１) 身体の不自由な者が入浴する

のに適したものとすること。

(２) 一般浴槽のほか、入浴に介助

を必要とする者の入浴に適した特

別浴槽を設けること。

11 レクリエーション・ルームは、レ

クリエーションを行うために十分な

広さとし、必要な設備を備えるこ

と。

12 洗面所は、身体の不自由な者が利

用するのに適したものとすること。

また、ユニット型介護医療院にあっ

ては、療養室ごと又は共同生活室ご

とに適当数設けること。

13 便所は、身体の不自由な者が利用

するのに適したものとすること。ま

た、ユニット型介護医療院にあって

は、療養室ごと又は共同生活室ごと

に適当数設けること。

14 廊下の幅は、1.8メートル以上（中

廊下にあっては、2.7メートル以上）
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とすること。ただし、ユニット型介

護医療院にあっては、廊下の一部の

幅を拡張することにより、入所者、

従業者等の円滑な往来に支障が生じ

ないと認められる場合には、1.5メー

トル以上（中廊下にあっては、1.8メ

ートル以上）とすることができる。

15 廊下、便所その他必要な場所に常

夜灯を設けること。

16 廊下及び階段には、手すりを設け

ること。

17 療養室等が２階以上の階にある場

合は、屋内の直通階段及びエレベー

ターをそれぞれ１以上設けること。

18 療養室等が３階以上の階にある場

合は、避難に支障がないように避難

階段を２以上設けること。ただし、

前号に規定する直通階段を建築基準

法施行令第123条第１項に規定する構

造とする場合は、その直通階段の数

を避難階段の数に算入することがで

きる。

19 診察の用に供する電気、光線、

熱、蒸気又はガスに関する構造設備

については、危害防止上必要な方法

を講ずることとし、放射線に関する

構造設備については、医療法施行規

則（昭和23年厚生省令第50号）第30

条、第30条の４、第30条の13、第30

条の14、第30条の16、第30条の17、

第30条の18（第１項第４号から第６

号までを除く。）、第30条の19、第

30条の20第２項、第30条の21、第30

条の22、第30条の23第１項、第30条

の25、第30条の26第３項から第５項

まで及び第30条の27の規定に準じて

適切に管理すること。

20 入所者に対するサービスの提供を

適切に行うために必要な設備を備え

ること。

入所及び １ 入所申込者又はその家族からあら

退所 かじめ書面又は電磁的方法による承

諾を得た場合は、条例別表第３入所

の項第４号の書面に記載すべき事項

を電磁的方法により提供することが
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できること。

２ 入所申込者の被保険者証により、

被保険者資格並びに要介護認定の有

無及び有効期間を確認するととも

に、要介護認定を受けていない場合

は、当該申請が行われるよう必要な

援助を行うこと。また、要介護認定

の更新の申請が遅くとも要介護認定

の有効期間の満了日の30日前には行

われるよう必要な援助を行うこと。

３ 入所申込者の被保険者証に認定審

査会意見が記載されているときは、

これに配慮して、サービスを提供す

るように努めること。

４ 心身の状況及び病状並びにその置

かれている環境に照らし、療養上の

管理、看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他医療等が

必要であると認められる者を入所の

対象とすること。

５ 入所者の心身の状況、病状、その

置かれている環境等に照らし、入所

者が居宅において日常生活を営むこ

とができるかどうかについて医師、

薬剤師、看護職員、介護職員、介護

支援専門員等の従業者の間で定期的

に検討し、その内容等を記録するこ

と。また、入所者が退所するとき

は、その者又はその家族に対し、適

切な指導を行うとともに、居宅サー

ビス計画の作成等の援助に資するた

め、居宅介護支援事業者に対して情

報を提供するよう努めるとともに、

退所後の主治医に対する情報の提供

その他保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接な連携

に努めること。

６ 入所するときは入所の年月日並び

に入所している施設の種類及び名称

を、退所するときは退所の年月日

を、被保険者証に記載すること。

施設サー １ 作成に当たっては、入所者の日常

ビス計画 生活全般を支援する観点から、当該

地域の住民による自発的な活動によ

るサービス等の利用を計画に含める
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よう努めるとともに、入所者の有す

る能力、置かれている環境等の評価

を通じて入所者が現に抱える問題点

を明らかにし、入所者が自立した日

常生活を営むことがきるように支援

する上で解決すべき課題を把握する

こと。

２ 計画を作成したときは、施設サー

ビス計画を入所者に交付すること。

３ 計画の作成後、モニタリングを

し、必要に応じて計画の変更を行う

こと。また、モニタリングに当たっ

ては、入所者及びその家族並びに担

当者との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に定

めるところにより行うこと。

(１) 定期的に入所者に面接するこ

と。

(２) 定期的にモニタリングの結果

を記録すること。

４ 次に掲げる場合においては、サー

ビス担当者会議の開催、担当者に対

する照会等により、計画の変更の必

要性について、担当者から専門的な

見地からの意見を求めること。

(１) 入所者が要介護更新認定を受

けた場合

(２) 入所者が要介護状態区分の変

更の認定を受けた場合

５ 計画の変更については、計画の作

成に準ずること。

サービス １ 施設サービス計画に基づき、入所

の提供 者の要介護状態の軽減又は悪化の防

止に資するよう、その者の心身の状

況等に応じて、その者の処遇を妥当

適切に行うとともに、サービスが漫

然かつ画一的なものとならないよう

配慮して行うこと。

２ ユニット型介護医療院におけるサ

ービスの提供は、入所者の有する能

力に応じて、自らの生活様式及び生

活習慣に沿って自律的な日常生活を

営むことができるようにするため、

入所者の自立した生活を支援するこ

とを基本として入所者の日常生活上
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の活動について必要な援助を行うこ

とにより、入所者の日常生活を支援

するものとして行うこと。

３ ユニット型介護医療院におけるサ

ービスの提供は、各ユニットにおい

て入所者がそれぞれの役割を持って

生活を営むことができるよう配慮し

て行うこと。また、入所者のプライ

バシーの確保に配慮して行うこと。

４ 懇切丁寧にサービスの提供を行う

ことを旨とし、入所者又はその家族

に対し、処遇上必要な事項を理解し

やすいように説明を行うこと。

５ 身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講ずること。

(１) 身体的拘束等の適正化のため

の対策を検討する委員会を３月に

１回以上開催するとともに、その

結果について、介護職員その他の

従業者に周知徹底を図ること。

(２) 身体的拘束等の適正化のため

の指針を整備すること。

(３) 介護職員その他の従業者に対

し、身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。

６ 医師の診療の方針は、次に掲げる

ところによるものとする。

(１) 診療は、一般に医師として必

要性があると認められる疾病又は

負傷に対して、的確な診断を基と

し、療養上妥当適切に行うこと。

(２) 診療に当たっては、常に医学

の立場を堅持して、入所者の心身

の状況を観察し、要介護者の心理

が健康に及ぼす影響を十分配慮し

て、心理的な効果をもあげること

ができるよう適切な指導を行うこ

と。

(３) 常に入所者の心身の状況、病

状、その置かれている環境等の的

確な把握に努め、入所者又はその

家族に対し、適切な指導を行うこ

と。

(４) 検査、投薬、注射、処置等

は、入所者の病状に照らして妥当
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適切に行うこと。

(５) 特殊な療法、新しい療法等に

ついては、知事が別に定めるもの

のほか行わないこと。

(６) 知事が別に定める医薬品以外

の医薬品を入所者に施用し、又は

処方しないこと。ただし、医薬

品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律

（昭和35年法律第145号）第２条第

17項に規定する治験に係る診療に

おいて、当該治験の対象とされる

薬物を使用する場合においては、

この限りでない。

７ 入所者の病状からみて当該施設に

おいて自ら必要な医療を提供するこ

とが困難であると認めたときは、協

力病院その他適当な病院若しくは診

療所への入院のための措置を講じ、

又は他の医師の対診を求める等診療

について適切な措置を講ずること。

８ 不必要に往診を求め、又は入所者

を病院若しくは診療所に通院させな

いこと。また、往診を求め、又は入

所者を病院若しくは診療所に通院さ

せる場合には、当該病院又は診療所

の医師又は歯科医師に対し、当該入

所者の診療状況に関する情報の提供

を行うこと。

９ 入所者が往診を受けた医師若しく

は歯科医師又は入所者が通院した病

院若しくは診療所の医師若しくは歯

科医師から当該入所者の療養上必要

な情報の提供を受けるものとし、そ

の情報により適切な診療を行うこ

と。

10 入所者の自立の支援及び日常生活

の充実に資するよう、入所者の病状

及び心身の状況に応じて、次に掲げ

るとおり入浴、排せつ、着替え、離

床等の看護及び医学的管理の下にお

ける介護を適切な技術をもって行う

こと。

(１) １週間に２回以上、適切な方

法により、入所者を入浴させ、又
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は清しきすること。

(２) 入所者に対し、その心身の状

況、病状、その置かれている環境

等に応じて、適切な方法により、

排せつの自立について必要な援助

を行うとともに、おむつを使用せ

ざるを得ない入所者のおむつを適

切に取り替えること。

(３) 褥 瘡が発生しないよう適切な
じよくそう

介護を行うとともに、その発生を

予防するための体制を整備するこ

と。

(４) (１)から(３)までに定めるも

ののほか、入所者に対し、離床、

着替え、整容その他日常生活上の

世話を適切に行うこと。

11 ユニット型介護医療院において

は、各ユニットにおいて入所者が相

互に社会的関係を築き、自律的な日

常生活を営むことを支援するよう、

入所者の心身の状況、病状、その置

かれている環境等に応じ、前号(２)

及び(３)並びに次に掲げるとおり看

護及び医学的管理の下における介護

を適切な技術をもって行うととも

に、それぞれの役割を持って家事を

行うよう適切に支援すること。

(１) 身体の清潔を維持し、精神的

に快適な生活を営むことができる

よう、適切な方法により、入浴の

機会を提供すること。ただし、や

むを得ない場合には、清しきを行

うことをもって入浴の機会の提供

に代えることができる。

(２) (１)に定めるもののほか、入

所者が行う離床、着替え、整容等

の日常生活上の行為を適切に支援

すること。

12 入所者の負担により、従業者以外

の者による看護及び介護を受けさせ

ないこと。

13 栄養並びに入所者の心身の状況、

病状及び嗜好を考慮した食事を適切
し

な時間に提供するとともに、その者

の自立の支援に配慮し、できるだけ
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離床して食堂で食事を摂ることがで

きるよう努めること。また、その材

料には、県内で生産された農林水産

物及び加工品並びに当該農林水産物

を材料として県外で生産された加工

品を利用するよう努めること。

14 ユニット型介護医療院は、入所者

の心身の状況、病状、その置かれて

いる環境等に応じて、適切な方法に

より、食事の自立について必要な支

援を行うこととし、食事を提供する

時間についても入所者の生活習慣を

尊重すること。また、入所者がその

心身の状況に応じてできる限り自立

して食事を摂ることができるよう必

要な時間を確保するとともに、入所

者が相互に社会的関係を築くことが

できるよう、その意思を尊重しつ

つ、共同生活室で食事を摂ることを

支援すること。

15 常に入所者の心身の状況、病状、

その置かれている環境等の的確な把

握に努め、入所者又はその家族に対

し、その相談に適切に応じるととも

に、必要な助言その他の援助を行う

こと。

16 適宜入所者のためのレクリエー

ション行事を行うよう努めること。

また、ユニット型介護医療院におい

ては、入所者の嗜好に応じた趣味、
し

教養又は娯楽に係る活動の機会を提

供するとともに、入所者が自律的に

行うこれらの活動を支援すること。

17 常に入所者の家族との連携を図る

とともに、入所者とその家族との交

流等の機会を確保するよう努めるこ

と。

18 入所者が次のいずれかに該当する

場合は、遅滞なく、意見を付してそ

の旨を市町村に通知すること。

(１) 正当な理由なしにサービスの

利用に関する指示に従わないこと

により、要介護状態の程度を増進

させたと認められるとき。

(２) 偽りその他不正の手段によっ
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て保険給付を受け、又は受けよう

としたとき。

19 適切なサービスを提供することが

できるよう、従業者の勤務の体制を

定めておくとともに、従業者の資質

の向上のための研修の機会を確保す

ること。

20 ユニット型介護医療院において、

前号の従業者の勤務の体制を定める

に当たっては、入所者が安心して日

常生活を送ることができるよう、継

続性を重視したサービスの提供に配

慮する観点から、次に定める職員配

置を行うこと。

(１) 昼間については、ユニット

ごとに常時１人以上の介護職員又

は看護職員を配置すること。

(２) 夜間及び深夜については、２

ユニットごとに１人以上の介護職

員又は看護職員を夜間及び深夜の

勤務に従事する職員として配置す

ること。

(３) ユニットごとに、常勤のユ

ニットリーダーを配置すること。

21 当該施設の従業者によってサービ

スを提供すること。ただし、入所者

の処遇に直接影響を及ぼさない業務

については、この限りでない。

22 入所定員、療養室の定員及びユ

ニットごとの定員を超えて入所させ

ないこと。ただし、災害の発生、虐

待を受けた者の保護その他のやむを

得ない事情がある場合は、この限り

でない。

23 入所者の使用する食器その他の設

備について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講ずるとと

もに、医薬品及び医療機器の管理を

適正に行うこと。

24 感染症、食中毒及び熱中症が発生

し、又はまん延しないように、次に

掲げる措置を講ずること。

(１) 感染症、食中毒及び熱中症の

予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会をおおむね３
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月に１回以上開催するとともに、

その結果を従業者に周知徹底を図

ること。

(２) 感染症、食中毒及び熱中症の

予防及びまん延の防止のための手

引きを整備すること。

(３) 従業者に対し、感染症、食中

毒及び熱中症の予防及びまん延の

防止のための研修を定期的に実施

すること。

(４) (１)から(３)までに掲げるも

ののほか、知事が別に定める感染

症、食中毒及び熱中症の発生が疑

われる際の対処等に関する手順に

沿った対応を行うこと。

25 施設介護サービス費が支払われる

サービスの提供に対する対価につい

ては、基準額とすること。

26 施設介護サービス費が支払われな

いサービスの提供に対する対価につ

いては、基準額との間に不合理な差

額が生じないようにすること。

27 前２号に定めるもののほか、次に

掲げる費用以外の費用を徴収しない

こと。また、(１)から(４)までに掲

げる費用については、知事が別に定

めるところによること。

(１) 食事の提供に要する費用

(２) 居住に要する費用

(３) 知事が別に定める基準に基づ

き入所者が選定する特別な療養室

の提供を行ったことに伴い必要と

なる費用

(４) 知事が別に定める基準に基づ

き入所者が選定する特別な食事の

提供を行ったことに伴い必要とな

る費用

(５) 理美容代

(６) (１)から(５)までに掲げるも

ののほか、サービスにおいて提供

される便宜のうち、日常生活にお

いても通常必要となるものに係る

費用であって、その入所者に負担

させることが適当と認められるも

の



- 24 -

平成30年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第33号

28 前号に掲げる費用を徴収するに当

たっては、あらかじめ、入所者又は

その家族に対し、その内容及び費用

を記した文書を交付して説明を行

い、入所者の同意を得ること。ま

た、同号の(１)から(４)までに掲げ

る費用に係る同意については、文書

によること。

29 施設介護サービス費が支払われな

いサービスを提供した場合は、その

提供したサービスの内容、徴収した

費用の額その他必要と認められる事

項を記載したサービス提供証明書を

入所者に交付すること。

30 入所者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ、協力病院を定めて

おくこと。また、あらかじめ、協力

歯科医療機関を定めておくよう努め

ること。

31 管理者に当該施設の従業者の管

理、業務の実施状況の把握その他の

管理を一元的に行わせ、従業者に法

令、条例及びこの規則の規定を遵守

させるために必要な指揮命令を行わ

せること。

32 施設サービス計画に関する業務を

担当する介護支援専門員に、次に掲

げる業務を行わせること。

(１) 入所申込者が入所するとき

は、その者に係る居宅介護支援事

業者に対する照会等により、その

者の心身の状況、生活歴、病歴、

指定居宅サービス等の利用状況等

を把握すること。

(２) 入所者の心身の状況、病状、

その置かれている環境等に照ら

し、その者が居宅において日常生

活を営むことができるかどうかに

ついて定期的に検討すること。

(３) 入所者が退所するときは、居

宅サービス計画の作成等の援助に

資するため、居宅介護支援事業者

に対して情報を提供するほか、保

健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者と密接に連携するこ
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と。

(４) 苦情の内容等を記録するこ

と。

(５) 事故の状況及び事故に際して

採った措置について記録するこ

と。

33 施設の見やすい場所に、運営規程

の概要、従業者の勤務の体制、協力

病院、利用料その他のサービスの選

択に資すると認められる重要事項を

掲示すること。

34 居宅介護支援事業者又はその従業

者に対し、要介護者に当該施設を紹

介することの対償として、金品その

他の財産上の利益を供与しないこ

と。また、居宅介護支援事業者又は

その従業者から、退所者を紹介する

ことの対償として、金品その他の財

産上の利益を収受しないこと。

35 運営に当たって、地域住民又はそ

の自発的な活動等との連携及び協力

を行う等の地域との交流を図るこ

と。

36 サービスの事業の会計をその他の

事業の会計と区分すること。

記録の作 １ 次に掲げる記録を整備すること。

成及び保 (１) 入所及び退所の項第５号前段

存 の記録

(２) サービスの提供の項第18号の

規定による市町村への通知に係る

記録

２ 条例別表第３記録の作成及び保存

の項に規定する記録並びに前号の記

録は、次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれに定める期間保存すること。

(１) 決算書類 30年間

(２) 会計伝票、会計帳簿及び証

ひょう書類 10年間

(３) (１)及び(２)に掲げる書類以

外の記録 ５年間

事故等へ １ 事故の発生又はその再発を防止す

の対応 るため、次に定める措置を講ずるこ

と。

(１) 事故が発生した場合の対応、

(２)に規定する報告の方法等が記
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載された事故発生の防止のための

手引きを整備すること。

(２) 事故が発生した場合又はそれ

に至る危険性がある事態が生じた

場合に、当該事実が報告され、そ

の分析を通じた改善策を従業者に

周知徹底する体制を整備するこ

と。

(３) 事故発生の防止のための委員

会及び従業者に対する研修を定期

的に行うこと。

２ サービスの提供により賠償すべき

事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行うこと。

３ 入所者からの苦情に関して、市町

村等が派遣する者が相談及び援助を

行う事業その他の市町村が実施する

事業に協力するよう努めること。

備考 この表において、「入所者の数」とは、前年

度の入所者数の平均値（新規に指定を受ける場合

は推定数）をいう。

附 則

この規則は、平成30年４月１日から施行する。ただし、附則第２条第４項及び附則第３条第４項の改正規定に

ついては、公布の日から施行する。
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鳥取県指定介護療養型医療施設に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成30年３月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第７号

鳥取県指定介護療養型医療施設に関する条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県指定介護療養型医療施設に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

１～４ 略 １～４ 略

（この規則の失効） （この規則の失効）

５ この規則は、平成36年３月31日限り、その効力を ５ この規則は、平成30年３月31日限り、その効力を

失う。 失う。

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

区分 基準 区分 基準

略 略

サービスの提 １～４ 略 サービスの提 １～４ 略

供 ５ 身体的拘束等の適正化を図るた 供

め、次に掲げる措置を講ずるこ

と。

(１) 身体的拘束等の適正化のた

めの対策を検討する委員会を３

月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職

員その他の従業者に周知徹底を

図ること。

(２) 身体的拘束等の適正化のた

めの指針を整備すること。

(３) 介護職員その他の従業者に

対し、身体的拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施する

こと。

６ 略 ５ 略

７ 略 ６ 略

８ 略 ７ 略

９ 略 ８ 略

10 略 ９ 略

11 略 10 略

12 略 11 略

13 略 12 略

14 略 13 略
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15 略 14 略

16 略 15 略

17 略 16 略

18 略 17 略

19 略 18 略

20 略 19 略

21 略 20 略

22 略 21 略

23 略 22 略

24 略 23 略

25 略 24 略

26 略 25 略

27 略 26 略

28 略 27 略

29 略 28 略

30 略 29 略

31 略 30 略

32 略 31 略

略 略

記録の作成及 １ サービスの提供の項第16号の規 記録の作成及 １ サービスの提供の項第15号の規

び保存 定による市町村への通知に係る記 び保存 定による市町村への通知に係る記

録を整備すること。 録を整備すること。

２ 略 ２ 略

略 略

附 則

この規則は、鳥取県介護保険施設に関する条例等の一部を改正する条例（平成30年鳥取県条例第21号）第３条

の規定の施行の日から施行する。ただし、別表の改正規定は、平成30年４月１日から施行する。



- 29 -

平成30年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第33号

鳥取県青少年健全育成条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成30年３月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第８号

鳥取県青少年健全育成条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県青少年健全育成条例施行規則（昭和56年鳥取県規則第12号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（携帯電話インターネット接続役務に係る契約の締結 （携帯電話インターネット接続役務に係る契約の締結

等に当たって説明すべき事項） 等に当たって説明すべき事項）

第６条の３ 条例第12条の３第２項に規定する規則で 第６条の３ 条例第12条の３第２項に規定する規則で

定める事項は、次に掲げる事項とする。 定める事項は、次に掲げる事項とする。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

(３) 携帯電話インターネット接続役務提供事業者

が提供する青少年有害情報フィルタリングソフト

ウェアの機能（携帯電話インターネット接続役務

を利用しない場合における機能を含む。）及び利

用方法

(３) 青少年有害情報フィルタリングサービスを利 (４) 青少年有害情報フィルタリングソフトウェア

用しない旨又は青少年有害情報フィルタリング有 を利用しない旨の申出をするときは、条例第12条

効化措置を講ずることを希望しない旨の申出をす の３第３項に規定する書面を提出する必要がある

るときは、条例第12条の３第３項に規定する書面 こと。

又は電磁的記録を提出する必要があること。

（青少年有害情報フィルタリングサービスを利用しな （青少年有害情報フィルタリングソフトウェアを利用

い正当な理由等） しない正当な理由等）

第６条の４ 条例第12条の３第３項に規定する規則で 第６条の４ 条例第12条の３第３項に規定する規則で

定める正当な理由は、次に掲げる理由とする。 定める正当な理由は、次に掲げる理由とする。

(１) 携帯電話インターネット接続役務の提供を受 (１) 携帯電話インターネット接続役務の提供を受

ける青少年が就労しており、青少年有害情報フィ ける青少年が就労しており、青少年有害情報フィ

ルタリングサービスを利用すること又は青少年有 ルタリングソフトウェアを利用することで当該青

害情報フィルタリング有効化措置を講ずることで 少年の業務に著しい支障を生ずること。

当該青少年の業務に著しい支障を生ずること。

(２) 携帯電話インターネット接続役務の提供を受 (２) 携帯電話インターネット接続役務の提供を受

ける青少年が心身に障がいを有し、又は疾病にか ける青少年が心身に障がいを有し、又は疾病にか

かっており、青少年有害情報フィルタリングサー かっており、青少年有害情報フィルタリングソフ

ビスを利用すること又は青少年有害情報フィルタ トウェアを利用することで当該青少年の日常生活

リング有効化措置を講ずることで当該青少年の日 に著しい支障を生ずること。

常生活に著しい支障を生ずること。

(３) 保護者が青少年の携帯電話端末等の使用状況 (３) 保護者が青少年の携帯電話端末その他の機器

を適切に把握すること等により、当該青少年がイ の使用状況を適切に把握すること等により、当該

ンターネットを利用して有害情報を閲覧し、又は 青少年がインターネットを利用して有害情報を閲

視聴することのないようにすること。 覧し、又は視聴することのないようにすること。
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２ 略 ２ 略

附 則

この規則は、鳥取県青少年健全育成条例の一部を改正する条例（平成30年鳥取県条例第22号）の施行の日から

施行する。


